
令和5年度

地域年金展開事業実施結果報告

資料１

令和６年7月12日

那覇年金事務所



目 次

〇地域連携事業
・市町村・官公庁 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ1～4
・社会保険労務士会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ5
・社会保険協会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ5
・企業・団体等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ6
・マスメディア ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ7

〇年金セミナー事業
・開催に向けたアプローチ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ8
・年金セミナーの開催 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ9

〇地域相談事業
・市町村・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P10

〇年金委員活動支援事業
・年金委員 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ11～12

〇「ねんきん月間」および「年金の日」における取り組み
・年金委員表彰式 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ13
・各年金事務所の取り組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ13

〇地域年金事業運営調整会議
・運営調整会議 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P14
・ご意見 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P14～16



計画 実績 総括および課題等

市
町
村
・
官
公
庁

① 市町村や官公庁に、窓
口での年金制度に関す
るポスターの掲示およ
びリーフレットの設置
等を依頼し、地域住民
への情報提供の充実を
図る。

② 市町村担当者向け情報
誌を定期的に発行し、
制度改正や事務処理上
の留意点について情報
提供を行う。

① 市町村や官公庁に、「年金生活者支援給付金」や「ねんきん
ネット」に関するポスターの掲示およびリーフレットの設置
等を依頼し、地域住民への周知広報を実施した。
また、事業運営の状況や目標の達成状況の報告として、日本
年金機構のアニュアルレポートを送付した。

② 市町村担当者向け情報誌「かけはし」を定期的に発行し、制
度改正や事務処理上の留意点について、タイムリーな情報提
供を行った。
送付時期：5月、7月、9月、11月、1月、3月（奇数月
に発行）

〇 年金制度周知のため、今後も住民が
訪れる機会の多い官公庁や市町村と
協力連携した取り組みを実施する。
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〇地域連携事業



計画 実績 総括および課題等

市
町
村
・
官
公
庁

③ 官公庁と連携し、市町
村職員に対して研修会
を開催する。

③ 官公庁と連携し事務説明会および研修会を開催した。
・名護年金事務所において、管内である沖縄県北部福祉事務所

の職員に対し、年金制度説会を開催した。
開催日：令和5年11月1日（水）
テーマ：老齢年金制度
参加者：24名

・九州厚生局との共催により、九州管内市町村職員への事務説
明会を開催した。各年金事務所のテレビ会議システムを活用
し博多年金事務所から発信する方法で開催した。
開催日：令和5年6月8日（木）

令和5年6月14日（水）
令和5年11月30日（木）
令和5年12月6日（水）

テーマ：国民年金・年金生活者支援給付金にかかる交付金事
務
国民年金基金制度等

〇 官公庁と連携し研修会を充実さ
せ年金制度の周知に努める。

〇 住民にとって最も身近で相談し
やすい窓口である市町村職員に
対しては管轄年金事務所におい
て各市町村のニーズに沿った研
修となるよう今後も協力連携を
強化していく。
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実施月 事務所 対象市町村 参加者

6月

那覇

浦添

コザ

名護

平良

石垣

那覇市・糸満市・渡嘉敷村・粟国村
豊見城市・南風原町・八重瀬町・南大東村
南城市・久米島町・浦添市、与那原町、西
原町
沖縄市・うるま市・宜野湾市・読谷村・北
中城村・中城村・北谷町、嘉手納町、中城
村、うるま市
金武町・伊是名村・名護市本部町・恩納
村・東村・宜野座村・国頭村・大宜味村・
伊平屋村・今帰仁村
宮古島市・多良間村

石垣市・竹富町・与那国町

14名

6名

10名

13名

2名

6名

11月

那覇
浦添
コザ

名護

平良

那覇市・糸満市・豊見城市・粟国村
浦添市、与那原町、西原町
沖縄市、うるま市、嘉手納町、北中城村、
中城村
恩納村・伊是名村・金武町・本部町・国頭
村・名護市
宮古島市

4名
4名
7名

7名

1名



計画 実績 総括および課題等

市
町
村
・
官
公
庁

④ ハローワーク（職業安
定所）との連携

④ 沖縄県内ハローワークにて開催される雇用保険説明会に参加し、
国民年金制度説明会を開催した。
※下の表は、各月の説明会の回数。
※石垣年金事務所の7月～9月は、会場の設備不良のため説明会が開

催されなかった。

〇 ハローワークが開催する雇用保
険説明会においては、国民年金
保険料の失業特例免除制度を周
知する場として重要であるため
継続して実施する。
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6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

那覇 11 12 12 7 12 11 8 8 10 10 101

コザ 0 11 11 11 11 11 11 8 12 11 97

浦添 10 12 12 7 12 11 8 8 10 10 100

名護 5 8 10 8 9 8 7 7 8 3 73

平良 5 4 5 4 4 5 4 3 5 3 42

石垣 2 0 0 0 2 2 2 2 2 2 14

合計 33 47 50 37 50 48 40 36 47 39 427

実施月 事務所 対象市町村 参加者

12月

那覇

浦添

コザ

名護

平良

石垣

豊見城市・南風原町・八重瀬町・渡名喜村・南大
東村

南城市・久米島町

沖縄市、うるま市、宜野湾市、読谷村、北谷町、
中城村

東村・伊江村・宜野座村・名護市・伊平屋村・大
宜味村・今帰仁村

多良間村

石垣市・竹富町

5名

2名

9名

8名

1名

4名



計画 実績 総括および課題等

市
町
村
・
官
公
庁

⑤ 沖縄国税事務所との連
携

⑥ 国民年金沖縄プロジェ
クト実績報告

⑤ 公的年金等源泉徴収票および社会保険料控除証明書の再交付手続
きにかかる周知・広報（リーフレット設置）
令和6年1月25日（木）
・協力依頼した国の機関（100枚）

沖縄国税事務所

⑥ 水島前理事長が沖縄県副知事、那覇市長、浦添市長、宜野湾市長
を表敬訪問し、「沖縄県の国民年金保険料の納付率向上に向けた
取り組み（沖縄プロジェクト）」を報告した。

日時：令和5年7月3日（月）10：00～12：00
14：30～15：00

場所：宜野湾市役所、浦添市役所、那覇市役所

日時：令和5年7月4日（火）10：00～10：15
場所：沖縄県庁

※上記以外の市町村については、各年金事務所長が管轄市町村長
を訪問し、別添「沖縄県の国民年金保険料の納付率向上に向け
た取り組み（沖縄プロジェクト）」にて報告した。

池田沖縄県副知事と日本年金機構
水島前理事長
※写真の掲載については、ご本人の了承を
いただいています。
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計画 実績 総括および課題

社
会
保
険
労
務
士
会

① 社 会 保 険 労 務 士 会 が
担っている県内年金事
務所年金相談窓口の運
営にかかる定例会議を
開催するとともに、適
宜情報提供・情報共有
を行う。

② 年金事務所窓口の中で
主に事業所が利用する
厚生年金保険適用の窓
口業務に関する情報共
有や意見交換を目的に
沖縄県社会保険労務士
会の要請により会議を
開催。

① 定例会議を毎月1回開催し、年金相談窓口で発生した事務処
理誤り等の情報提供を行うとともに、県内年金事務所の社会
保険労務士が担う年金相談窓口の体制などの調整を行った。

② 令和5年度関係行政機関等連絡会議を開催した。
主催：沖縄県社会保険労務士会
日時：令和５年12月6日（水）10：00～11：30
場所：那覇年金事務所２階会議室
出席者：9名

〇 各年金事務所に配置されている委託社
労士の業務の遂行状況および問題点な
どを共有することで、社労士会におい
て随時ご対応いただくなど、とても重
要な場となっている。

〇 制度改正の周知や電子申請の推進等は
機構の事業運営には不可欠であること
から、社会保険労務士会との協力連携
を進めていく。

社
会
保
険
協
会

① 社会保険協会発行の広
報誌へ制度周知等記事
を掲載し、会員事業所
への情報提供を行う。

① 奇数月に発行される社会保険協会発行の広報誌「社会保険お
きなわ」に記事を掲載し、情報提供を行った。

主な掲載記事
・令和5年度算定基礎届（定時決定）について
・学生納付特例制度のポイント
・「事業主の皆様へ 算定基礎届（７月）賞与支払届の

提出は電子申請をご利用ください」
・「在職老齢年金制度（働きながら年金を受け取るとき）
・「年金事務の口座振替と電子申請」
・「賞与支払」の作成について
・届書作成プログラムを用いた電子申請方法について
・あなたの年金簡単便利な「ねんきんネット」

〇 定期発行の広報誌掲載によりわかりや
すくタイムリーな情報を発信すること
で制度周知につながることから今後も
継続していく。



計画 実績 総括および課題

企
業
・
団
体
等

① 自治会や民生委員等に
対し、年金制度説明会を
開催する。

① 以下のとおり民生委員に対して年金制度説明会を開催した。 〇 社会福祉協議会を通して民生委員児
童員に対して国民年金保険料免除制
度を中心に説明会を開催した。

① 適用事業所の事務担当者
等に対し、年金制度説明
会を開催する。

① 以下のとおり事業所の事務担当者等に対して、年金制度説明会を
開催した。

〇 主な説明内容
・算定基礎届について
・短時間労働者の適用拡大について
・育児休業にかかる保険料免除等につ

いて
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実施時期 事務所 団体等名 参加人数

5月 石垣 管内適用事業所 25名

6月 平良 管内適用事業所 70名

８月 那覇 管内適用事業所 62名

８月 浦添 管内適用事業所 331名

８月 コザ 管内適用事業所 121名

８月 名護 管内適用事業所 121名

合計 6事務所 730名

実施時期 事務所 団体等名 参加数

10月 那覇 八重瀬町民生委員児童委員 47

10月 那覇 小禄第3民生委員児童委員 20

10月 那覇 糸満市第3民生委員児童委員 18

10月 那覇 豊見城市第3民生委員児童委員 22

11月 那覇 豊見城市第2民生委員児童委員 20

12月 名護 今帰仁村　民生委員児童委員 15

12月 名護 国頭村　民生委員児童委員 27

12月 名護 名護市　民生委員児童委員 32



計画 実績 総括および課題等

マ
ス
メ
デ
ィ
ア

① 「わたしと年金」や「ね
んきん月間」について、
マスメディアを活用し
た 広報を行い年金制度
の周知を行う。

② 国民年金沖縄プロジェ
クト実績報告

① 沖縄県政記者クラブに対し、以下のとおりプレリリースを行った。
・令和5年6月2日（金） 令和5年度「わたしと年金」エッセイ募

集。
・令和5年10月31日（火）「ねんきん月間」および「年金の日」

のお知らせ。

② 水島前理事長による沖縄県副知事表敬訪問の後、報道関係者に対
し記者会見を行った。

日時：令和5年7月4日（火）10：30～11：00
場所：沖縄県庁記者会見室

〇 マスメディアを活用した周知
広報は、非常に重要であるこ
とから引き続き継続した対応
を実施していく。

〇 沖縄テレビのニュースで放映
されたほか、沖縄タイムス、
琉球新報に掲載された。
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〇年金セミナー事業

計画 実績 総括および課題

開
催
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ

① 年金セミナーの実施に向
け、教育関係機関への協
力依頼を行う。

② 各学校等に対し、文書、
電話、訪問により積極的
に開催案内を行う。
なお、訪問による案内を
行う際は、地域年金推進
員を積極的に活用する。

① 年金セミナーの実施拡大のため、学校の関係機関へ協力要請を
行った。

② 各学校に案内文書を送付するとともに、年金事務所から電話等
により個別にアプローチを行った。
令和5年7月より地域年金推進員が沖縄本島内の県立高校76校に
個別にアプローチを行った。これにより、43校の年金セミナー
の開催につながった。

〇 関係機関から各学校へのセミナー実施
の要請文書の発出は、年金事務所から
のアプローチの後ろ盾として大きな効
力があるため、引き続きご協力をお願
いしたい。

〇 学校関係者であった地域年金推進員に
よるアプローチは非常に有効である。
今後も地域年金推進委員の委嘱に向け
沖縄県教育庁と連携をしていく。
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依頼日 依頼先

5月 沖縄県教育委員会

5月 沖縄県教育庁県立学校教育課

5月 沖縄県総務私学課

9月 沖縄県教育庁義務教育課

11月 県立高等学校教頭会
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完成

計画 実績 総括および課題

年

金

セ

ミ

ナ

ー

の

開

催

③ 各学校の状況や要望に応じた
年金セミナーを開催する。

③ 令和5年度は、ほぼ対面式による年金セミナーを開催した。

※大学校3回、専門学校7回、高等学校45回、特別支援学校4回。

〇 年金セミナー実績が、前年度
を下回った要因として、回数
は令和4年度はクラス単位で
の開催が多かったが、令和5
年度は全体的な開催が増えた
ことによる。
なお、受講者数の減少につい
ては、前年に開催した学校へ
のアプローチが一部弱かった
ことによるものと考えている。

〇年金セミナー事業

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実施回数 26 58 76 62

受講者数 2,208 6,232 10,198 8,683



〇地域相談事業

計画 実績 総括および課題

市
町
村

① 遠隔地の市町村において、
出張年金相談を開催する。

① 以下のとおり各市町村において出張年金相談を開催した。 〇 遠隔地にお住いの被保険者・受給者に
とって、出張年金相談は極めて重要な
相談の機会であるため、継続して実施
する。
なお、出張相談会の事前周知としては
市町村広報誌への掲載、防災無線、チ
ラシ等で実施の案内をするなど市町村
と連携して周知を行っている。
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事務所 開催場所 開催日 相談件数

那覇 座間味村役場 11月21日 6件

3月14日 9件

3月15日 4件

中城村役場 11月14日 17件

嘉手納町役場 11月22日 9件

伊江村役場 11月16～17日 6名

伊平屋村役場 11月21～22日 ９名

伊是名村役場 11月27～28日 7名

7月5日 3名

11月8日 5名

5月23日 3名

7月25日 4名

11月21日 2名

1月23日 5名

3月19日 6名

石垣 与那国町役場

浦添 久米島町役場

コザ

名護

平良 多良間村約役場



〇年金委員活動支援事業（1/2）

計画 実績 総括および課題

年
金
委
員

① 地域型年金委員
地域型年金委員に対し半
期に1回連絡会および研
修会を開催する。

① 地域型年金委員は各年金事務所において管理運営しており、各事務
所で連絡会および研修会を半期に1回（年2回）開催している。
また、各年金事務所での取組などの情報共有場として、各年金事務
所の代表1名が集まり、沖縄県地域型年金委員連絡会を那覇年金事
務所で開催している。

【各年金事務所での年金委員連絡会および研修会】

【各年金事務所の年金委員代表による連絡会」

※年金委員への情報提供として、各年金事務所は情報誌「なごみ便り」
を隔月に年金委員へ送付している。

（4月、6月、8月、10月、12月、2月）

〇 各年金事務所において開催される
連絡会で公民館などへ国民年金保
険料にかかる電子申請や年金の日
ポスター掲示やリーフレット設置
するよう依頼を行った。
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実施期 事務所

5月開催　　那覇・浦添・名護・平良・　　

　　　　　  石垣

8月開催　　コザ

下期
11月開催　那覇・浦添・コザ・名護・　　　

　　　　 　平良・石垣

上期

実施期 日時・場所

上期 令和5年5月24日（水）那覇年金事務所

下期 令和5年11月14日（火）那覇年金事務所



計画 実績 総括および課題

年
金
委
員

② 職域型年金委員
職域型年金委員に対し、
半期に1回制度説明会
を開催する。

③ 年金委員の委嘱拡大に
向け、事業所や関係機
関に対し勧奨を行う。

② 職域型年金委員を対象に管轄する各年金事務所で制度説明会
を開催し、年金の日ポスター掲示とリーフレットについて職
場内への設置依頼を行った。

③ 事業所や関係機関に対し、主に文書/電話による勧奨を行った。

〇 年金委員は地域や職場での制度
周知・理解の促進に欠かせない
ことから、今後もしっかりと
活動をサポートしていく。

〇 年金委員の委嘱数は、職域型・
地域型とも増加している。今後
も取組を強化し委嘱拡大を目指
す。
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〇年金委員活動支援事業（2/2）

実施月 事務所 人数

5月 名護 6名

８月 那覇 / 浦添 62名 / 53名

9月 コザ / 平良 63名 / 23名

11月 那覇 / 名護 / 石垣 35名/25名/3名

1月 浦添 / 平良 58名 / 4名

2月 コザ / 37名



〇「ねんきん月間」および「年金の日」における取り組み

計画 実績 総括および課題等

年
金
委
員
表
彰
式

① 年金委員功労者表彰式
を開催する。

① 年金委員功労者表彰式を以下のとおり開催した。
日時：令和5年11月6日（月）14：00～15：00
場所：沖縄産業支援センター研修室
受賞者：日本年金機構理事長表彰 1名（職域型）

日本年金機構理事表彰 6名（職域型）
日本年金機構理事表彰 １名（地域型）

※写真の掲載については、ご本人の了承をいただいて

います。

各
年
金
事
務
所
の
取
り
組
み

① 各年金事務所において、
公的年金制度を積極的
にＰＲするための独自
の取り組みを実施する。

① 年金事務所の最寄り駅にてチラシ（ねんきんネット）配布した。
日時：令和5年11月30日（水） 17：00～18：00
場所 旭橋駅（150枚） 県庁前駅（200枚） おもろまち駅
（100枚） 石嶺駅（100枚）

② 商業施設を利用して出張年金相談会を実施した。
日時：令和5年11月29日（水）10：00～15：00
場所 メイクマン石垣店
相談者 12名

日時：令和5年11月16日（木）10：00～16：00
場所：サンエー那覇メインプレイス
相談者（29名） チラシ（ねんきんネット）配布（600枚）

〇 チラシの配付や都心に近い大型商
業施設での年金相談会の実施は、
広く国民の皆様に年金制度知って
いただく大切な機会であることか
ら、継続して取り組みを実施して
いく。
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〇地域年金事業運営調整会議

計画 実績 総括および課題

運
営
調
整
会
議

① 地域年金事業運営調整会
議委員に、年金制度や事
業に関する情報提供を行
う。

② 地域年金事業運営調整会
議を年1回開催し取り組
み状況を報告する。

① 地域年金事業運営調整会議委員に、「ねんきん月間」や「年金の日」に
かかるポスター・リーフレットを送付し、ねんきん月間の取り組みの情
報提供を行った。

② 令和5年度地域年金事業運営調整会議を以下の通り開催した。

日 時：令和5年8月16日（水）14：00～16：00
場 所：Web会議（Microsoft Teams）
主な議題：令和４年度沖縄県地域年金展開事業の実施状況

令和５年度沖縄県地域年金展開事業の事業計画（案）
その他

・当該会議でいただいたご意見については、以下のとおり対応。

〇 地域年金事業運営調整会議は、
各委員と連携して継続的に取
り組んでいく。

〇 地域年金事業運営調整会議で
のご意見を取り組みに反映さ
せる。
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実績 対応状況
・年金セミナー受講後のアンケート結果について、229名すべて統計を取ってほし

い。セミナー後の「3、どちらとも言えない」「4、あまり良くない」「5.悪い」

にの数値が小さくて分析しづらい。アンケートの部分では「将来年金をもらえると

思えなかったから」と回答した方の考え方を変えるのは困難なので、給付に関する

説明（保険料を払ったらいくらもらえるのか）をしていかないと10％も伸ばすこ

とは困難だと考える。今後は、給付に関する説明も含めて対策を実施していただき

たい。

アンケートについては、回収したすべてを集計するよう検討します。また、未

納者を勧奨する場合、給付の部分も含めて勧奨することを強化していきます。

・学校では生徒１人毎に端末が配布されている環境であり、マイクロソフトのアカ

ウントを全員が持っている。マイクロソフトのフォームズというアンケート機能を

活用すれば簡単に集計ができ、生徒も回答がしやすい。事後に年金セミナーを受け

てどれだけ理解したかの定着度を把握することもできるので、今後オンラインセミ

ナーを開催する場合は県立学校教育課も協力していきたい。

年金セミナーの開催方法につきましては、オンライン方式もしくは対面方式の

どちらかを選択していただいていますが、ほとんどの学校が対面式を希望して

います。なお、フォームズというアンケート機能を最近知りましたので、今後

活用できるか検討をしていきます。



〇地域年金事業運営調整会議

計画 実績 対応状況

運
営
調
整
会
議
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〇地域年金事業運営調整会議

計画 実績 対応状況

運
営
調
整
会
議
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資料2

令和6年度

地域年金展開事業取組計画

令和６年7月12日

那覇年金事務所
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１．地域年金展開事業の概要
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地域年金展開事業の主な取り組み

◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言をうかがいます。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言
を行うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度
説明会を実施。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周
知、ポスター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、
配付の依頼等。

年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役
場や大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。地域相談事業

《本来の取り組み内容》
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（１）地域連携事業

市区町村、自治会、事業所、関係機関等と協力連携し、公的年金制度の周知・広報の充実および国民年金
保険料の納付率向上を図る。

① 関係機関との連携による周知・啓発
・市町村、ハローワーク等に、窓口での年金制度に関するポスターの掲示およびリーフレットの設置

を依頼し、地域住民への情報提供の充実を図る。
・市町村担当者への研修や事務打ち合わせ会を定期的に開催する。開催にあたっては、研修テーマ、

開催方式について市区町村担当者のニーズを十分に聞き取り、効果的に実施する。
・市町村担当者向け情報誌「かけはし」を年６回（奇数月）送付し、情報提供を行う。
・関係機関の会議や研修会に参加し、年金制度や事業に関する情報提供を行う。
・地域年金事業運営調整会議委員と連携を図る。

② 企業や団体に対する年金制度説明会の開催
・企業や団体等に対する年金制度・事務手続き説明会を通じて、電子申請やねんきんネット、制度改

正事項等について広く周知・広報する。
・民生委員への説明会を充実させ、国民年金被保険者の未納防止につなげる。

③ 市区町村広報誌等による周知・啓発
・ 市町村広報紙等を活用し、出張年金相談の日程や年金制度に関する情報提供を行う。
・ 社会保険協会発行の広報誌に事務手続きに関する記事等を掲載する。
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2.地域年金展開事業取組計画



（２）年金セミナー事業

高校生や大学生等の若い世代が、年金の正しい知識や手続きに触れ、年金制度が身近で重要なものであると
の認識を深めていただくため、多様な年金セミナーを実施するとともに、効果的なアプローチを検討・実施す
る。

① 年金セミナー実施に向けたアプローチ

・教育関係機関に対し、年金セミナーの実施や年金エッセイの募集、年金セミナー用動画の送付について
協力依頼を行う。

・高校、大学、専門学校等に対し、「年金セミナーのご案内」や「公的年金制度普及・啓発動画のご案

内」リーフレットの送付、電話勧奨等のアプローチを積極的に行う。

・地域年金推進員の配置に向け関係機関へ引き続き協力依頼を行う。

② 年金セミナーの実施および内容の充実化

・受講者との対話を取り入れた対面式セミナーやオンラインセミナー、動画視聴など、各学校のニーズや
環境に応じた多様な年金セミナーを実施する。

・年金セミナー実施後のアンケート結果や先生方のご意見をもとに、適宜、実施方法や資料を工夫する。

・年金セミナー講師育成のための研修やコンテストを充実させる。
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（３）地域相談事業

地域における年金相談や制度説明会を通じ、年金制度への理解を深めていただくため、自治体や教育機関、
商業施設等に出向き、出張年金相談を実施する。

① 市町村等における出張年金相談の実施

・年金事務所から遠隔地の市町村に赴き、定期的に出張年金相談を実施する。

② 教育機関と連携した年金相談の実施

・若年層への制度周知や国民年金保険料収納対策を目的として、大学等において年金相談を実施すると
ともに、学生納付特例の案内を行う。

③ 社会福祉施設における障害年金制度説明会の実施

・年金推進員と連携し、特別支援学校等に対し、障害年金制度に関する制度説明会実施に向けた
アプローチを行う。

・特別支援学校等の教職員や保護者に対し、ニーズに応じた多様な制度説明会を実施する。

④ ハローワークでの雇用保険受給者説明会にあわせた国民年金制度説明会の実施
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（４）年金委員活動の活性化・委嘱拡大

地域や職場等で活動する年金委員に対し、研修や定期連絡会等により必要な情報を提供するとともに、活動
要請を行う。また、年金委員制度を広く周知し、新たな年金委員の委嘱拡大に関する取り組みを実施する。

① 定期的な研修・連絡会の実施

・厚生労働省からの通知に基づき、制度改正事項や重点協力依頼事項を中心とした研修会を実施する。

・Ｗｅｂ会議サービスを活用する等、年金委員が参加しやすいよう開催方法を工夫する。

・地域型年金委員連絡会を最低半期に１回開催し、組織的活動の活性化を図る。

② 必要な情報提供および制度周知への協力依頼

・上記①での情報提供の他、「年金委員活動の手引き」や情報誌「なごみ便り」を送付し活動支援する。

・各種啓発資料（退職後の年金手続きガイド、アニュアルレポート等）を送付する。

・「年金委員通信」等、日本年金機構ホームページを充実させる。

・地域型年金委員に対し、地域住民への制度周知のため、チラシ配布等を依頼する。

・職域型年金委員に対し、職場内での制度周知を依頼する。

③ 委嘱数拡大に向けた取り組み

・地域型年金委員については、高齢者や生活困窮者、若年者への幅広い周知・啓発等の年金委員活動を展
開するため、市町村関係や教育機関職員の新規委嘱に取り組む。

・職域型年金委員については、年金委員未設置事業所（特に被保険者数50人以上事業所）に推薦依頼文
書を送付し、委嘱拡大を図る。
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（６）地域年金事業運営調整会議

地域年金展開事業の事業計画にかかる今後の取り組み方針や実施結果を報告し、効果的かつ効率的な事業
運営を行うため、地域の有識者より意見・助言をうかがいます。

① 開催予定時期・主な議事
・令和６年7月
・事業計画、事業実施結果の報告など

11月の「ねんきん月間」や１１月３０日の「年金の日」において、各年金事務所が創意工夫し、公的年金
制度の普及・啓発活動を積極的に実施する。

① 年金委員功労者表彰式の開催

② 各年金事務所における公的年金制度の普及・啓発活動の実施

③ 「わたしと年金」エッセイ募集
・教育機関や関係団体に対し広報およびアプローチを積極的に行い、応募数の増加を図るとともに、

応募のあった教育機関に対し感謝状を贈呈する。

（５）「ねんきん月間」および「年金の日」における取り組み
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